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バングラデシュ国の首都ダッカは，その都市圏 (Dhaka Metropolitan Area: DMA)に全国総人口の 7.5%に当た
る 1,070万人の人口を有するメガシティであり，人口密度が著しく高いことで知られている．現在，DMA の都
市交通は，バス交通を中心とした道路交通に大きく依存しており，深刻な交通渋滞，交通混乱と，それに伴う
大気汚染等の交通公害や健康被害の問題が生じている．現在，2025年を目標年次としたダッカ都市圏の都市開
発基本構想を策定することを目的として，ダッカ都市交通網整備事業準備調査（DHUTS）が進められており，
パーソントリップ調査，交通量調査，軌道系交通導入に対する選好意識調査等が実施されている．本研究では，
2009年に行われた DHUTSによる交通調査を用いて，トリップ距離帯別・所得階層別の非集計交通手段選択モ
デルを構築・推計し，DMA における交通手段選択行動を分析した．
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1. はじめに

バングラデシュ国の首都であり，商工業・文化・教育

の中心であるダッカ市（図－ 1）は，その都市圏 (Dhaka

Metropolitan Area:DMA)に全国総人口の 7.5%に当たる

1,070万人の人口を有しているメガシティであり，人口

密度が著しく高いことで知られている．現在，DMA の

都市交通は，道路交通に大きく依存している．道路容

量を超える交通量が流れ，速度の異なる多種多様な交

通機関が並走するため，スムーズな交通が阻害され，道

路上は常に想像を超える混雑となっている．物理的イ

ンフラの不足に加えて，交通ルールが徹底されておら

ず，車線や信号の無視が横行し，リキシャやバスはあ

ちこちで乗客の争奪戦を繰り広げるなど無秩序な状態

が続いている．このように，自動車・バス・リキシャ等

の様々な交通モードが同じ道路空間上に並存すること

による交通渋滞，交通混乱が深刻な都市問題となって

いる．それに伴い，旅行時間の増加・輸送効率性の低

下・交通事故の増加・消費燃料の増加・大気汚染等の交

通公害・健康被害といった諸問題が生じている．今後，

経済成長および都市人口の増加に伴い，自動車保有台

数の増加も見込まれており，DMA の交通状況および都

市環境の改善を図るための都市公共交通システムの整

備が喫緊の課題となっている．

このような現状を受けて，バングラデシュ政府は世界

銀行の協力を得て，2005年にDMA のための“Strategic

Transport Plan(STP)”を策定した（World Bank, 2005）．

STPにおける都市交通政策は，2004年から 2024年を

対象期間とした“Urban Transportation Policy”としてま

とめられており，事業実施及び維持管理に係る組織体

制の確立，大量輸送機関や都市高速道路の整備等を優

先課題として示している．STPは既にバングラデシュ

政府で閣議決定されており，今後は STPに沿って各ド

ナーがダッカの都市交通環境改善のための支援をして

いくことが期待される．STPを始めとして，ダッカで

はこれまでもいくつかの交通計画が検討され，都市交

通需要の予測モデルも検討されてきたが，データ等の

不足から DMA 全体の分析に耐えうる予測モデルは開

発されていない．

これに対し，国際協力機構（JICA）は，2025年を目

標年次とした DMA の都市開発基本構想を策定するこ

とを目的として調査を現在進めている．特に，ダッカ

都市交通網整備事業準備調査（Dhaka Urban Transport

Network Development Study: DHUTS）が近年実施され，

パーソントリップ調査，交通量調査，新たな交通手段

（MRT，BRT）に関する選好意識調査等を実施しており，

都市圏レベルでの交通需要の予測システム構築への活

用が期待されている．

本研究では，DHUTSで収集された交通調査を用いて，

バングラデシュ・ダッカ都市圏における人々の交通手

段選択を分析する．具体的には，DMA の交通状況改善

のための新規都市交通開設事業に伴う交通需要予測に

最終的に資することを念頭に，人々の交通手段選択行

動を非集計モデルを用いて分析する．その際，DMA に
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図–1 ダッカ都市中心部 (出典：Geospatialworld)

おいて特徴的な交通手段であるリキシャやオートリキ

シャ（CNG）等を明示的に考慮し，更に，交通サービ

スの LOS特性のみならず，所得，性別，教育等の様々

な要因を考慮し，それらが交通行動に及ぼす影響を明

らかにする．

2. 既往研究の整理と本研究の位置づけ

(1) ダッカ都市交通に関する既往研究

ダッカ市における交通行動分析に関する既往研究と

して，Aftabuzzaman (2001)は，ダッカ市の中所得者の

通勤時の交通手段選択をリキシャ，バス，オートリキ

シャ（CNG）を選択肢集合とする限定的な状況で多項ロ

ジットモデルを構築し，バス利用時の乗車/非乗車時間の

変化に対する利用確率の変化を考察した．また，Habib

(2002)は，四段階推定法を適用し，リキシャ，自動車，

バス，オートリキシャ (CNG)といった交通モードに集

計機関分担モデルを適用した（但しデータの詳細は不

明）．その際，旅行時間，旅行費用，快適性という 3つ

の説明変数を考慮したが，人々は旅行時間や旅行費用

に対して快適性をより重視して機関選択を行うという

現実と隔たりのある結果となった．

現在進められている JICA 主導の DHUTS（JICA,

2010）では，集計ロジットモデルを用いて都市圏レベ

ルでの機関分担モデルを構築している．ここでは，市

民を 3つの所得階層に分け，図－ 2のように 2段階に

分けた機関分担を考えた．第 1段階では，徒歩とリキ

シャとその他の交通機関に対して距離を説明変数とし

た分担を，第 2段階では自動車，バス，CNGに対して
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図–2 DHUTSによる交通機関分担モデルの構造

一般化費用を用いた分担を行った．第 1段階の距離に

よる推定では，パラメータの符号，t値共に有意な値が

算出されたものの，第 2段階の一般化費用による推定

ではパラメータの t値が低く，必ずしも有意なモデルと

は言えない結果となった．

近年 Annesha (2010)は，既存の交通モードだけでな

く新規建設が計画されている BRTとメトロを含めた選

好を明らかにすることを目的として，STPで得られた

RPデータと，DHUTSによる SPデータを統合的に用い

て，非集計交通手段選択モデルを推定した．先進国で

は，自動車や免許の保有が選択肢集合を決定する十分

な要因となり得るが，バングラデシュを含む開発途上

国では，ネットワークデータ等が信頼できる水準で構

築することが難しい上，車を保有している裕福な家庭

では公共交通を移動の選択肢に含めないなど金銭的余

裕が選択肢集合に多いに影響を与える．Annesha (2010)

は社会経済特性，旅行距離，旅行目的を説明変数とした

選択肢集合生成モデルを構築した上で交通手段選択分

析を行い，推定結果から時間価値 (Value of Time: VOT)

を算出している．

(2) 開発途上国における交通手段選択に関する既往研究

交通行動や交通手段選択に関する研究は，非集計モ

デルにだけでなく，広く行われてきている．しかしな

がら，需要予測方法論の殆どが先進国の交通状況を前

提としていることに留意するべきである．途上国では

異常な混雑状況に陥っていたり，交通ネットワークが

形成されていなかったり，限定的なデータしか存在し

ていないことも少なくない．そうした状況の中で選択

肢集合や LOSデータを需要予測に耐えうる水準の信頼

度で設定することは非常に難しい．

羅他 (2007)は，PTデータの各項目の相互関係に着目

し，成都，マニラ，クアラルンプール，プノンペンの 4

都市における高所得層の自動車利用を促す原因を分析

した．その結果，高所得層と中・低所得層によって徒

歩・二輪車の利用時間に対して意識的な差はないとい

うことを示した．また，高所得層の平均トリップ長は

全所得層のそれに比べて延伸する傾向にあり，結果と

して高所得層と全所得層の徒歩・二輪分担の差が生じ

ている．その要因として，高所得層の居住率が高い地

域は郊外などの人口密度が低い地域であることが挙げ

られている．つまり，所得による居住地の違いという

都市構造が交通手段選択にも影響を及ぼしているとい

うことである．

一方，非集計モデルを用いた分析では限定的な状況

での分析はいくつか行われている．Gunthawong (2005)

は，チェンマイの通勤と通学の二つの場合について，SP

データを基に非集計モデルを用いて行動分析を行い，

チェンマイの通勤・通学者の行動特性を把握し，行動特

性に基づいて公共交通路線の構築と新規バス路線の効

果を示した．また，Ghani et al. (2007)は，マレーシア

のバンギ－クアラルンプール間の自動車もしくは鉄道

を利用する通勤・通学者について，時間や費用といっ

た観測できる要素だけでなく，安全性・快適性・利便

性・フレキシビリティの 4つの潜在的な要素が手段選

択に影響を及ぼしているという仮定の下，非集計モデ

ルを用いて分析を行った．その結果，先進国と同様に，

観測できない潜在的な要因を説明変数として含めるこ

とでモデルの精度は向上するということが確認できた．

Fillone (2011)では，ロジットモデルとネスティッド

ロジットモデルを用いてメトロ・マニラでの朝の通勤

トリップにおける交通手段分析を行った．さらに分析

結果から，出発到着ターミナル間をノンストップ運行す

るというメガタクシーの急行便運行政策が実施された

場合の交通モード分担率の変化を予測した．メガタク

シーの急行便政策が実施された場合には，ターミナル近

隣の利用者以外は政策実施後にメガタクシーを利用で

きないため，実施前のメガタクシー利用者の約 20%が

LRTやバス利用に流れるという推定結果を得た．

(3) 本研究の位置づけ

以上で述べてきたように，非集計モデルを用いた交通

手段選択に関する研究は途上国においても広く積極的

に行われている一方で，データ収集や道路状況の数値化

といった難しさを残している．前述の Annesha (2010)

では，離散選択モデルを用いて選択肢集合を確率的に

形成し，さらに RPデータと SPデータを統合的に用い

て分析を行った．これに対し本研究では，DHUTSにて

得られた最新かつ大規模な RPデータと SPデータを併

用して交通手段選択の分析を行う．さらに，従来の研

究では詳しく検証されていなかった，トリップ距離帯，

旅行者の所得階層を細かく分けて分析する．
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3. データの概要

本研究では，2009 年にダッカ都市交通調査団

（DHUTS）によって行われた世帯訪問調査（Household

Interview Survey: HIS），並びに，支払意志額調査（Will-

ingness To Pay Survey: WTP）の 2つを主として利用す

る．精度，操作性の高い交通手段選択モデルを構築する

ために，RPデータであるHISを単独で利用するのみな

らず，SPデータであるWTPと統合的に利用する．特

にダッカ市民にとっては，MRTや BRTといった都市

交通は未知のものであることからも，SPデータの積極

的な利用により，より精度の高い分析となることが期

待される．

(1) RPデータの概要

DHUTSが行った HISでは，ダッカ市（Dhaka City

Corporation: DCC）内に存在する家庭の約 1%となる，

18,000を超える家庭に調査を行った．HISの目的は，対

象であるダッカ市内 90区と隣接する人口の多い地区の

居住者の日常交通行動の把握である．すなわち，HISの

実施によって世帯及び個人の交通行動の特性と，それ

らの交通行動を規定する要因を明らかにすることを目

的としている．調査は，有権者リストに掲載してある

家庭からランダムに訪問調査を行うという方法をとっ

た．HISの調査項目は家庭の住所や住居形態，家族構

成員の年齢や収入等の社会経済の特徴，車の保有状況，

日々の行動について等多岐に渡っている．HISによっ

て得られたトリップ距離帯 1～3kmにおける各交通機

関分担率を図－ 3に示す．

(2) SPデータの概要

新規建設が計画検討されている BRTとMRTはダッ

カ市民にとっては未知の交通手段であり，当該地域以

外のデータを適用することも難しいため，SP調査がよ

図–3 所得階層別の交通手段分担率（1～3km距離帯）

り一層重要となる．

DHUTSが行った SP調査では，現在利用している交

通手段と新たに建設が計画されている BRTとMRTの

3つの交通モードを選択肢として，旅行時間，運賃，運

行頻度を変化させて選択する交通手段と社会経済特性

の回答を求めた．700のバス利用者と 300の他の交通

機関の利用者を対象として，新規建設予定ルート周辺

での調査を行い，結果として全トリップ目的で 727名

からの有効回答を得た．

(3) RPデータの LOS作成手順

DHUTSが行った HISによって得られた個人のトリ

ップデータでは，ある個人が選択した交通手段の LOS

（Level of Service）のデータのみを，申告値として調査

から知ることができる．しかし，非集計モデルを構築

するに当たって，選択していない交通手段の LOSデー

タも用意する必要がある．

本研究では，RPデータ用の LOS作成は図－ 4の手

順で行う．

a) 利用者均衡配分

GISより道路ネットワーク情報を抽出後，交通需要

予測パッケージ JICA STRADA3.5を用いて利用者均衡

配分を行い，各リンクのピーク時所要時間を推計した．

DHUTSが行った HISより得られた OD表から，自動

車，リキシャ，CNG，バスといった道路交通を表－ 1の

各係数を用いて PCUに変換し，ネットワークに配分す

る．交通量配分で用いた BPR関数は式 (1)のように設

定した．なお，表－ 1，式 (1)で設定した係数はDHUTS

の現地観測に基づくものである．

Ta = Ta0

1+ α (
Qa

Ca

)β (1)

ここで，T0はリンク aの旅行時間，Ta0はリンク aの自

由旅行時間，つまり交通量がゼロの時の旅行時間，Qa

と Caはリンク aの交通量と交通容量をそれぞれ表し，

α，βはパラメータであり，今回の均衡配分ではDHUTS

の現地観測結果に基づき，α = 5, β = 4と設定した．

a) GISより，道路ネットワーク，地図データの抽出

c) HISから得られたODデータを用いて利用者均衡配分

d) LOSデータの算出

b) GISより，ゾーン，リンク，ノードの設定

図–4 データセットの作成手順
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表–1 各交通機関の平均乗車人員，PCU変換係数

- 自動車 CNG リキシャ バス

平均乗車人員 2.71 2.42 2.00 38.23

PCU変換係数 1.00 0.70 0.40 2.00

b) LOSデータの算出

a)によって得られた OD間所要時間から各交通機関

を利用した際の旅行時間を以下の式 (2)から算出する．

各交通機関のアクセス時間とスピードレートを表－ 2

に示す．なお，数値は DHUTS現地観測による値を採

用している．

(旅行時間) = (アクセス時間) +
(OD間所要時間)

(スピードレート)
(2)

表–2 各交通機関のアクセス時間とスピードレート

- 自動車 リキシャ CNG バス

アクセス時間 (分) 5 2 15 10

スピードレート 1.0 0.5 0.8 0.7

同時に，OD間の経路最短距離より，各交通機関の

運賃を算出する．各交通機関の運賃体系は表－ 3の通

りである．尚，今回は自動車の維持費等は考慮してい

ない．

表–3 各交通機関の運賃

リキシャ 10.0Tk/km

CNG 2kmまで 14.0Tk．以降 6.0Tk/km

バス 1.1Tk/km

(1Tk=約 Y=1.2)

以上のようにして算出された各交通機関 OD間 LOS

データと HISのトリップデータをマッチングさせるこ

とによってデータセットを完成させる．得られたデー

タセットの集計結果を表－ 4，5に示す．本研究では，

通勤・通学目的の交通手段選択行動の分析に着目する

ため，旅行目的を通勤・通学に限定している．

4. 非集計交通手段選択モデルの構築

本研究では，HISで得られたデータから，旅行者を距離

帯別に 1km未満/1～3km/3～5km/5km以上という 4つ

のグループに分け，さらに，三段階の所得階層（表－ 6）

表–4 RPデータのサンプル数

～1km 1km～3km 3km～5km 5km～ 計

低所得層 13829 5722 2845 5185 27581

中所得層 2158 1199 730 1422 5509

高所得層 1617 957 584 1279 4437

総サンプル数 37527

表–5 SPデータのサンプル数

バス利用者 その他の交通機関利用者 計

低所得層 83 5 88

中所得層 101 10 111

高所得層 94 76 170

総サンプル数（回答数） 369

で分けた上で多項ロジットモデル (MNL)，ネスティッ

ドロジットモデル (NL) を用いて推定を行い，その後，

RPデータとSPデータを融合させたモデルの推定を行っ

た．推定の際，リキシャ，CNG，バスについては全て

の ODペアにおいて，旅行者が選択肢集合に含むもの

と仮定し，自動車については，保有者のみが選択肢に

含むものと仮定した．

表–6 各家庭の月収による所得階層区別

低所得層 ～20,000Tk/月

中所得層 20,000～50,000Tk/月

高所得層 50,000～Tk/月

（1Tk=約 1.2円）

(1) RPモデルの推定結果

RPモデルの構造を図－ 5に示す．MNL モデルでは

式 (3)～(7)で表される効用関数を用いる．ここでは，代

表例として 1～3km，3～5kmの距離帯の推定結果を表－

7，8に示す．運賃，旅行時間は共に負の値で t値も高

く，実際の交通手段選択を明示したモデルということ

ができる．また，年齢が性別，教育レベルの変数も符

号は一致しており，社会経済特性も手段選択に影響を

与えることが見て取れる．バス，自動車，リキシャの

固有定数の t値が高く，交通手段の選択が固定化してい

ることが伺える．
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図–5 RPデータ分析の MNL モデル構造

V徒歩 = ASC徒歩 + β旅行時間 × (旅行時間徒歩)

+β20歳未満 × (20歳未満ダミー)

+β高等教育 × (高等教育ダミー) (3)

Vリキシャ = ASCリキシャ + β旅行時間 × (旅行時間リキシャ)

+β料金 × (料金リキシャ)

+β20歳未満 × (20歳未満ダミー)

+β高等教育 × (高等教育ダミー) (4)

VCNG = ASCCNG+ β旅行時間 × (旅行時間CNG)

+β料金 × (料金CNG) (5)

V自動車 = ASC自動車 + β旅行時間 × (旅行時間自動車)

+β料金 × (料金自動車) (6)

Vバス = ASCバス + β旅行時間 × (旅行時間バス)

+β料金 × (料金バス)

+β女性 × (女性ダミー) (7)

次に，徒歩，リキシャ利用は主に近距離トリップで

あり，自動車，バスと比べて走行速度が遅いという選

択肢間の類似性を有していると考え図－ 6），徒歩，リ

キシャを競合グループとしたネスティッド・ロジット

（NL）モデルによる分析を行った．NLモデルの効用関

数はMNL モデルと同じ効用関数を設定した．推定の結

果（表－ 9），3～5kmの距離帯ではいずれの所得階層で

もモデルパラメータの t値が高く，有意なモデルとなっ

たが，他の距離帯や所得階層によって値のばらつきが

大きく，必ずしも説明力に優れたモデルとは言い難い．

(2) RP/SPモデルの推定結果

本研究のような新規交通機関の建設に伴う手段選択

分析では，RPデータと SPデータを共に用いることで，

より予測精度の高いモデルを構築できることが期待さ

れる．本研究でも RP/SPモデルを構築する．式 (2)の

ように RPデータと SPデータで共通する説明変数にス

ケールパラメータ θを導入することによって，RP/SPモ

デルの効用関数とする．ここでは，所得階層別に分け

て推定しているが，距離帯では区別していない．

推定の結果，運賃と旅行時間の変数について有意と

表–7 MNL モデル推定結果（1～3km距離帯）

説明変数 推定値 (t値)

低所得層 中所得層 高所得層

固有定数 1.29 2.35 1.80

（バス） (22.5) (12.2) (8.24)

固有定数 3.53 5.91 4.83

（自動車） (15.7) (13.4) (10.0)

固有定数 -0.28 2.01 1.87

（CNG） (-2.17) (6.71) (5.70)

固有定数 2.73 4.31 3.40

（リキシャ） (23.7) (14.1) (9.68)

運賃 -0.07 -0.08 -0.03

(-12.0) (-5.90) (-2.08)

女性ダミー -0.44 -0.15 0.24

(-6.57) (-1.00) (1.32)

高等教育ダミー -0.53 -0.30 -0.26

(-7.56) (-2.09) (-1.53)

旅行時間 -0.010 -0.004 -0.002

(-8.22) (-3.06) (-2.78)

20歳未満ダミー 0.50 1.03 1.04

(2.93) (3.95) (4.99)

初期尤度 -7974.104 -1693.184 -1385.147

最終尤度 -5709.391 -1113.506 -964.052

修正 ρ2 0.283 0.337 0.298

サンプル数 5722 1199 957

なった．また，高所得層の BRT，MRTに対する固有定

数が大きく，高所得層の新規交通機関利用が期待でき

る結果を得た．

Vi = θα
RP
i + θβ旅行時間 × (旅行時間i)

+θβ運賃 × (運賃i) + α
S P
i + β旅行時間 × (旅行時間i)

+β運賃 × (運賃i) + β待ち時間 × (待ち時間i) (8)

5. LOSの設定基準を変えた場合の感度分析

本研究では，ダッカでの現地調査を基に，利用者均

衡配分を行い，現地観測による変数値を用いて式 (2)に

よって各交通機関の LOSデータを算出し停止．しかし，

ダッカ市内では，ピーク時は極度の混雑状況に陥るた

め，前述の方法で作成した LOSが実際の交通状況を適

切に表現しきれているという確証は無い．現状ででき
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表–8 MNL モデル推定結果（3～5km距離帯）

説明変数 推定値 (t値)

低所得層 中所得層 高所得層

固有定数 2.17 3.57 2.78

（バス） (17.3) (9.40) (7.57)

固有定数 3.60 7.52 6.35

（自動車） (8.58) (8.64) (6.97)

固有定数 0.72 4.18 3.07

（CNG） (2.58) (6.65) (4.65)

固有定数 3.08 6.26 4.28

（リキシャ） (7.62) (7.44) (4.93)

運賃 -0.05 -0.10 -0.06

(-5.80) (-5.29) (-2.93)

女性ダミー -0.18 -0.18 0.02

(-3.63) (-0.94) (0.10)

高等教育ダミー -0.41 -0.42 -0.13

(-3.62) (-2.04) (-0.57)

旅行時間 -0.03 -0.02 -0.01

(-17.8) (-4.62) (-3.82)

20歳未満ダミー 0.78 0.76 0.96

(2.63) (2.70) (3.65)

初期尤度 -3976.14 -1033.64 -852.886

最終尤度 -2274.98 -661.869 -582.279

修正 ρ2 0.426 0.351 0.307

サンプル数 2845 730 584

図–6 RPデータの NL モデル構造

ることは，LOS設定基準を変えて非集計モデルを推定

し直した際に，結果がどの程度変化するかという感度

分析的な検討のみである．

現実には，混雑具合に従って，旅行速度は遅くなり，

より長い旅行時間を要することとなる．すなわち，式

(2)におけるスピードレート，あるいは，式 (1)におけ

るパラメータを変化させることで混雑状況の違いによ

る推定結果の変化を検証する．各係数を変化させた場

表–9 NL モデルの推定結果（3～5km距離帯）

説明変数 推定値 (t値)

低所得層 中所得層 高所得層

固有定数 1.33 1.79 0.77

（バス） (14.3) (5.14) (3.88)

固有定数 2.48 4.60 2.83

（自動車） (7.43) (4.80) (4.99)

固有定数 -0.31 1.70 0.12

（CNG） (-1.45) (2.42) (0.30)

固有定数 1.95 3.40 0.85

（リキシャ） (6.97) (3.67) (1.57)

運賃 -0.04 -0.07 -0.02

(-6.19) (-3.56) (-1.26)

女性ダミー -0.36 -0.21 0.03

(-3.64) (-1.07) (0.16)

高等教育ダミー -0.38 -0.40 -0.19

(-3.59) (-1.97) (-0.82)

旅行時間 -0.03 -0.02 -0.01

(-13.8) (-5.64) (-3.11)

若者ダミー 0.60 0.78 0.90

(2.67) (2.71) (3.44)

スケールパラメータ 2.73 2.81 6.63

(10.2) (3.42) (2.46)

初期尤度 -3976.14 -1033.64 -852.89

最終尤度 -2222.13 -657.171 -569.61

修正 ρ2 0.439 0.355 0.320

サンプル数 2845 730 584

図–7 RP/SP融合型のモデル構造

合の内容を表－ 11に示す．

RPモデル，RP/SPモデル，感度分析の結果より，時

間価値 (VOT)を算出し，表－ 12に示す．全てのモデル

において VOTは極めて低い値を示している．しかし，

スピードレートを変化，つまり混雑度をより厳しく設定

してもさほど VOTに変化は見られないことから，VOT

の低さが LOSの設定に依るものだけではないと考えら
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表–10 RP/SPモデルの推定結果

説明変数 推定値 (t値)

低所得層 中所得層 高所得層

固有定数 0 0.10 2.91

（BRT） - (0.22) (6.19)

固有定数 -0.93 -1.06 -1.33

(バス） (-23.2) (-6.31) (-6.07)

固有定数 0.18 0.78 1.55

(自動車） (-2.56) (7.40) (6.05)

固有定数 -2.18 -1.59 -1.40

（CNG） (-20.3) (-6.30) (-5.92)

固有定数 0 -0.04 2.77

（MRT） - (-0.09) (5.95)

運賃 -0.04 -0.03 -0.03

(-22.8) (-6.55) (-6.13)

旅行時間 -0.002 -0.003 -0.003

(-10.2) (-3.72) (-3.93)

待ち時間 0.13 0.02 -0.07

（5.40) (0.95) (-3.41)

θ 1.17 1.21 1.06

（3.18) (1.14) (0.32)

初期尤度 -21651.57 -5443.57 -4818.51

最終尤度 -13191.53 -3820.16 -3481.78

修正 ρ2 0.390 0.297 0.276

サンプル数 19485 4807 4077

表–11 各シナリオの内容

シナリオ 1 スピードレートをそれぞれ 0.8倍とした場合

シナリオ 2 スピードレートをそれぞれ 0.6倍とした場合

シナリオ 3 BPR関数の α = 5，β = 3とした場合

シナリオ 4 BPR関数の α = 5，β = 5とした場合

れる．

6. まとめ

本研究で得られた主な知見を以下にまとめる．

(a) 本研究では，距離帯，所得階層で細分化してモデル

推定を行い，DMA における手段選択の要因を示し

た．旅行時間の変化に対して効用の変化が小さく，

手段選択の際に時間に関する情報はさほど重視し

ないという結果を得た．加えて，選択肢の固有定

数が大きく，各個人が交通手段に固定的に抱いて

いる影響が大きいと考えられる．従って，DMA で

表–12 各モデルの VOT算出値 (Tk/分)

低所得層 中所得層 高所得層

RP+SP 0.06 0.08 0.08

RP ～1km 0.39 0.30 0.41

1～3km 0.15 0.05 0.07

3～5km 0.67 0.17 0.18

5～km 4.62 6.34 5.63

シナリオ 1 ～1km 0.35 0.26 0.32

1～3km 0.04 0.02 0.04

3～5km 0.05 0.02 0.03

5～km 4.58 5.94 2.22

シナリオ 2 ～1km 0.43 0.30 0.49

1～3km 1.04 0.77 2.06

3～5km 3.18 1.28 1.29

5～km 4.23 5.56 3.99

シナリオ 3 ～1km 0.40 0.28 0.31

1～3km 0.15 0.07 0.08

3～5km 0.71 0.17 0.33

5～km 5.22 7.64 5.37

シナリオ 4 ～1km 0.40 0.28 0.31

1～3km 0.26 0.05 0.05

3～5km 0.79 0.28 0.48

5～km 4.33 6.54 5.98

1Tk=1.2JPY

は，特定個人が特定の交通手段を選択する確率が

高く，料金，時間の変化による態度変容の感度が

鈍いと推測される．

(b) 旅行時間，交通運賃のパラメータは負の値であり，

啓蒙活動等により個人の固定的な選好を排除する

ことで，交通行動の変化，新規都市交通の利用を

促すことが可能であると考えられる．

(c) 交通手段選択には，旅行時間や運賃だけでなく，性

別，教育レベル，年齢といった社会経済特性も影

響を及ぼしていることが示された．

(d) NLモデルの結果 (表-9)で示されたように，全ての

マーケットセグメントで有意ではないにしろ，徒

歩とリキシャが競合する交通モードであると考え

られるように，距離帯によっても交通機関の選択

が影響され得ると考えられる．

(e) 表-12で示されたように，RPデータだけでなく，SP

データを用いることによって時間価値のバラつき

が是正され，モデルとしての操作性が向上するこ

とが確認された．

また，本研究に残された課題として以下を挙げる．

(a) 本研究では，各交通機関の LOSを利用者均衡配分

を行った結果に一定のアクセス時間とスピードレー
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トを考慮して設定した．しかし，実際の道路状況

では，ゾーン，OD，時間によってスピードレート

等は変化し得る値である．特に非集計分析のよう

に個人の行動特性を明らかにする分析手法では，そ

うした細かい設定によってより精度の高い分析が

可能になると考えられる．

(b) ダッカのような渋滞が重大な問題となっている都

市では，旅行時間や費用もさることながら，遅延

確率や旅行時間の分散も考慮に入れて然るべきで

ある．本研究で導かれた，“旅行時間の効用に対す

る影響が小さい”という結果を裏付ける意味でも，

渋滞が日常となっている旅行者の遅延確率や旅行

時間の分散に対する態度変容を示すことに意味が

あると考えられる．

(c) 本研究では，自動車保有者のみ選択肢集合に自動

車を含み，その他の交通機関は万人が利用可能と

いう選択肢集合の設定の下で分析を行った．LOS

の設定とも同様だが，選択肢集合についても個人

だけでなく，ゾーンや ODといった場所の影響を

少なからず受けるはずである．より詳細な分析に

は仮定を厳密に設定する必要がある．

(d) 本研究では，HISの RPデータとWTP調査の SP

データ双方を用いて分析を行ったが，RPデータの

37881というサンプル数に対して SPデータのサ

ンプル数は 396と極端に少ない．RPデータと SP

データを同時に使用することでより精度・操作性

の高いモデルを構築することが可能である．本研

究では，サンプル数の違いによって十分に互いの

短所を補完できなかったと推測される．SPデータ

の充実によって，的確な需要予測が行われること

を期待する．
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